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自己が所有し居住用に供するとの条件があるため、持分の一部、または場合によっては全部の贈与等を受ける登記が必要です。


内装リフォームにも本制度は適用しますが、床面積の変更を伴う増築工事は、建物の表題変更登記を合わせて行う必要があります。工事業者、土地家屋調査士と打ち合わせた上での作業に入ります。


工事完了と同時に、工事資金を支出した者に対して、支出金額に対応する建物の持分を、「贈与」や「代物弁済」といった原因により移転する必要があります。これをしておかないと、元の建物の名義人に多額の贈与税が課税される虞があります。


当該建物に住所を移動していない場合は、増改築等の日から６カ月以内に居住し、住所届も済んでいる必要があります。（以前は、工事着工前に住所移動をしておく必要がありました。）市役所への住民票移動届けや、必要に応じて建物の登記名義の住所移転登記をします。





